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 令和 8年 3月に実施しました、自己点検・自己評価の結果をもとに、学校関係者評価の実施を行いま

した。「１．教育理念・目的及び目標の設定等」以下 6項目にわたり、学内で評価された問題点とその

改善のための方策並びに両者に関する関係者からの評価と助言を掲載します。 

１．教育理念・目的・目標 

【課題】 

本項目について「満たしている」の評価である。 

  学園の教育理念、目的及び目標は明確に設定され、教職員間においても概ね共通理解が図られてい

る。職員からは、単位制移行に伴い、教育理念や目的・目標と教育課程との整合性を継続的に確認す

る必要があるとの意見があった。また、学生一人ひとりが学則を正しく理解し、学校生活の中でルー

ルを守る意識を高めることも、育成人材像の実現に向けた重要な課題である。 

【今後の改善方策】

今後も各職員が学校の「教育理念・目的・育成人材像」をしっかりと認識した上で、社会経済のニ

ーズ等を踏まえた将来構想を立てることが必要である。令和８年度からの単位制移行を踏まえ、教育

理念や育成人材像と教育課程、卒業認定方針、各授業科目とのつながりを定期的に確認し、必要に応

じて見直しを行う。 

今後も学生の公務員としての職業意識を高めるため、津まつりボランティアや地域活動、様々な官

公庁説明会などを通じて、社会経験の乏しい学生のコミュニケーション能力向上を図っていきたい。 

【関係者評価】 

公務員をはじめとする社会人には、専門知識に加え、相手と円滑にコミュニケーションを図る力や、

自ら考え行動する力が求められる。また、挨拶や電話応対、敬語などの基本的なマナーについては、

その必要性や社会での意義を学生が理解できるよう指導していただきたい。さらに、生成 AI の普及
など社会環境が変化する中でも、課題発見力、思考力、協働力、デジタル活用力を育成する教育を推

進していただきたい。

２．教育課程、教育の実施、学修成果 

【課題】 

本項目については、「満たしている」「概ね満たしている」の評価である。 

 企業等との連携した実習・演習等については、「満たしている」と「概ね満たしている」が同数と



なっており、公務員分野という職業の特性上、官公庁等との継続的な実習・演習の機会を設定するこ

とに難しさがある。 

 また、学修成果目標の達成状況について、公務員試験結果を踏まえた進路変更支援や学習継続に困

難を抱える学生への対応が今後の課題である。 

【今後の改善方策】 

官公庁等との連携については、職業の特性上、長期的な実習の実施は難しい面があるが、官公庁説

明会、職場見学、外部講師による授業、ボランティア活動等を通じて、公務員として働く意識を高め

る機会を増やしていきたい。 

また、公務員試験の結果を踏まえて民間就職へ進路変更する学生に対しては、担任と就職担当が早

期に連携し、求人とのマッチングや面接対策を手厚く行う。 

【関係者評価】 

公務員として適切な窓口対応ができるよう、敬語や丁寧な言葉遣いなど社会人としての基本的な接

遇能力を在学中から身に付けさせていただきたい。また、グループワークや発表の機会を通じて、説

明力やコミュニケーション能力を高めていただきたい。さらに、就職先の選択に当たっては、待遇面

だけでなく業務内容や将来性、本人の適性を踏まえて判断できるよう、丁寧な進路指導をしていただ

きたい。

３．学生の受け入れ、学生支援 

【課題】

本項目については、「満たしている」「概ね満たしている」の評価である。 

学生の多様化に伴う支援体制の充実が課題である。特に、長期欠席者や精神的な不安を抱える学生

の学習フォロー、カウンセラー制度の周知、健康面での外部機関との連携について、今後さらに整備

していく必要がある。 

【今後の改善方策】 

学習支援については、担任を中心に、日常的な声かけや面談を通じて、学習面・生活面・進路面の

不安を早期に把握し、必要に応じて学校全体で支援する体制を強化する。 

特に、令和８年度からの単位制導入を踏まえ、長期欠席者に対する学習フォローや学習管理の方法

を整理し、授業の遅れを補える仕組みづくりを検討する。 

また、カウンセラーに相談できる制度について学生への周知を徹底し、必要に応じて相談機会を設

けられるよう体制を整える。 

【関係者評価】 

学生のメンタル面の課題に対応するため、外部の専門家や支援機関と連携し、継続的に相談できる

体制を整備することが望ましい。相談窓口の周知や学校法人全体での支援体制の構築が有効ではない

だろうか。 

オンライン授業の活用に当たっては、単位取得だけでなく社会的自立を見据えた目標共有が重要で

あり、併せて教職員の負担軽減やメンタルヘルスへの配慮も検討していただきたい。 



４．教育実施組織・教員 

【課題】 

   本項目については、「満たしている」「概ね満たしている」の評価である。 

教育課程を実施するのに必要な教員数は確保されているが、ガイダンスなどの広報業務が重なった

際の運営に支障が出る場合がある。 

また、教員研修の充実やＩＴスキル等を学ぶ機会の確保が求められている。 

【今後の改善方策】 

   今後も、教育課程を安定して実施できるよう、教員の配置状況、授業時数、業務分担を継続的に確

認し、必要に応じて職員の採用や他の地区からの応援体制を検討していきたい。特に、突発的な欠勤

や業務集中が生じた場合にも、授業運営に支障が出ないよう、合同授業の活用や担当科目の共有、教

材・授業進度の見える化を進め、組織として対応できる体制を整えていく。 

  また、教員の資質向上については、従来の授業研修に加え、ＩＣＴ活用、生成ＡＩ、学生支援、キ

ャリア指導など、時代の変化に対応した研修機会を増やし、教員一人ひとりの授業力及び指導力の向

上につなげていきたい。 

【関係者評価】 

生成ＡＩの活用は業務効率化に有効である一方、学生情報や個人情報を入力しないこと、誤情報や

情報漏えいのリスクを理解したうえで活用することを、教職員・学生双方に指導していただきたい。

また、学校の中だけで解決が難しい課題については、外部の知見を取り入れられる体制を作り、必

要に応じて専門家へ相談できる仕組みを構築することが望ましい。

５．教育環境 

【課題】 

本項目については、「満たしている」「概ね満たしている」の評価である。 

  図書室及び専門書・参考図書の整備については、専門書や自己学習用教材の充実を求める意見が多

く見受けられ、今後の検討課題として挙げられる。 

【今後の改善方策】 

 今後も、学生が安心して学習に取り組めるよう、施設・設備の日常点検、補修を継続し、安全で快

適な教室環境の維持に努めたい。 

 トレーニングジムを昨年末にリニューアルしている。学生の利用頻度も高く、健康面の維持が図

られている。 

 図書室については、校舎の構造上、専用教室を直ちに確保することは難しいが、オープンスペー

スや既存の共有スペースを有効活用し、参考書、官公庁のパンフレット等を学生が自由に閲覧できる

環境を整えたい。また、学生の自主学習支援のため、教材や問題集、専門書の充実を段階的に図って

いきたい。 

【関係者評価】 

大規模災害への対応は地域にとっても重要な課題であり、学校施設が地域の避難や支援にどのよう

に関われるか、地域と連携して検討していくことが望ましい。 



また、公務員として市民対応に携わる可能性を踏まえ、カスタマーハラスメント対策等、社会の新

しい動きについても情報収集を行い、必要に応じて学生指導や学校運営に反映していただきたい。 

６．教育活動の基盤と改善・向上の取組 

【課題】 

本項目については、多くの評価基準について「満たしている」と評価している。一方で、学校運営

の組織体制については「概ね満たしている」との評価もあり、常勤職員の確保や、安定的な学校運営

に向けた人員体制の充実が課題である。 

【今後の改善方策】 

   早期大人化教育と専門教育を柱とした教育方針のもと、学生の自立意識や専門能力の育成を進めて

いきたい。また、外部有識者の意見を学校運営に反映するとともに、教職員の確保や業務分担の見直

しにより、安定した教育体制の整備を図っていく。 

【関係者評価】 

人口減少や人材不足などの地域課題に対応するため、専門学校には地域で活躍し県内に定着する人

材の育成を期待したい。また、自治会活動やボランティアへの参加を通じて地域との関わりを深める

ことが、職業意識や主体性の向上につながる。さらに、公務員志望者には待遇面だけでなく業務の実

態や課題も含めた職業理解を促すことが重要であり、今後も地域連携や学生支援、就職支援の充実に

取り組んでいただきたい。 

学校関係者評価委員会 

役職 氏  名 現 職 

委員長 中嶋 年規 三重県議会議員

委員 小川 永輝 青谷第一自治会長 

委員 村主 英明 津市議会議員 

委員 纐纈 智英 アストライド代表 名古屋校卒業生


